令和６年度私立学校経常費補助金補助対象経費調査票記入要領
１．調査対象及び提出期限

	調査対象
	提出方法

	学校法人が設置する高・中等・中・小・幼・専（高等課程設置校）
	別途通知する期限までにメールで提出すること。


（注）　大学・短大・専修学校（専門課程・一般課程のみの設置校）・各種学校・保育園・認定こども園等新制度移行園については提出の必要はありません。

記入上の注意

1．
調査表の記入にあたっては、別添記入例を参照のうえ、各学校法人等で作成された令和5年度の財務計算に関する書類等から転記するものとしますが、調査表の科目と各学校法人等の科目と名称が異なるものがある場合は、科目の内容性質が同じものについては調査表へ合算して記入するものとし、特別の説明がある場合はそれによること。

2．
金額の単位は千円とし、千円未満は四捨五入すること。
3．　調査表の記入にあたっては、数値入力とし、計算式等は入れないこと。
４．
以下調査表の項目の内容等については次の説明によること。
(1)　5月1日現在教員数等欄について

ア

各部門に対応する人数・年齢等を記入すること。人数については、学校基本調査と一致させること。
イ

平均勤続年数については、当該学校法人の採用からの勤続年数を記入すること。

ウ
平均年齢については、個々の年齢は、各年度5月1日現在の満年齢で計算すること。

＊
勤続年数及び平均年齢の計算方法は、個人の勤続月数（平均年齢については月数に換算したもの）の合計を総人数で除したもの（1月未満の端数を生じた場合は切捨てる）を年数に換算すること。

例
個人の勤続年数（平均年齢）はすべて月数に換算する　　11年3か月→135か月


教員総数443人の合計月数120,908月
120,908月÷443人＝272.9月（切り捨てる）


272月÷12月＝22年余り8月→平均勤続年数（平均年齢）


	コード
	平均勤続年数

	
	年
	月

	130
	22
	08


22年7月とは記載しないこと。　（月数については四捨五入しないで余りを記載すること）

（2）　収入等欄について（原則、決算書の区分に拠ること。）
ア

愛知県補助金
　 ○　愛知県からの補助金(経常費補助金・幼稚園特別支援教育費補助金等)を記入すること。

イ　　愛知県以外の地方公共団体補助金



〇　市町村からの幼稚園就園奨励費補助金等
(3)　支出科目について

ア

教育管理経費

○　教育研究経費及び管理経費を合算して計上すること。

○　補助活動事業支出
　　 総額表示・純額表示の別は、決算書の表示方法と一致すること。
○　教育管理経費「その他の支出」は、記載科目以外の経費を合算して計上すること。
イ

設備関係支出　
　　　　　　　ソフトウェアの取得に要した支出を資産として計上した場合は、「その他の支出」に計上すること。
　　　　　　　
　　　　ウ　　高等課程を設置する専修学校について
　　　　　　　高等課程のみの決算額が出ていない場合も、以下のとおり作成すること。
　　　　〇　教員人件費
　　　　　　 本務教員、兼務教員ごとに補助対象となる個人ひとりひとりの決算額（補助対象経費）をその者の全授業時間数に占める高等課程の授業時間数で按分して計算し、それを積み上げること。
　　　　〇　職員人件費
　　　　　　　主に高等課程の事務を担当している職員のみ高等課程分として計上すること。
　　　　〇　教育管理経費
　　　　　　　教職員、生徒数、教員面積等の合理的な方法により按分して記入すること。
－2－

